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1. はじめに

「準公共財は，ひとたび生産されると，都市シ

ステムのすべての個人が自由に使用できるが，ま

ったく平等には使用できない.多くの財はこの種

類のものである.自由に使用できるが，ある立地

メカニズムを通して供給される財やサーピスのす

べては，特にこのカテゴリーに属している ([16J

p.112)J. 

このような準公共財の供給は，通常は私的また

は公共的な行為を通じて行なわれる.私的行為に

よって行なわれる場合には，市場メカニズムによ

りながら，合理的立地パターンを求めることにな

る.ここでは，基本的には，生産(供給)の立地点

をなるべく少なくしたいとし、ぅ技術的要請と，消

費地点を空間的に広く分布させたいとする物理的

要請とのあいだにトレードオフが生じる.これら

はすべて費用に勘案され，結果的に，この解決は

価格によってなされている ([16J p.113)，このよ

うな配分=立地問題 (allocation -loca tion proｭ

blem) は， (1)立地費用極小型 (the least-cost 

loca tion a pproach) , (2)市場志向型(the nearｭ

ness of market approach) , (3)利潤極大型(the

profit-maximization approach)，そして (4)消

費者費用極小型 (the least-cost to customer 

approach)によって定式化され，それぞれ理論的
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検討が行なわれてきた.しかし，私的に供給され

た準公共財の空間的なノミターンが，私的財の場合

と同様に最適となる保証はどこにもない.多くの

準公共財は，その財のもつ特性によって，市場価

格の決定が困難であるし，通常の市場メカニズム

を通して供給されることもない.これらの財は，

一般的には，公共的行為によって供給される.

ところで，公共活動の立地を決定するための規

準 (normative criterion of public facility 

location) についての研究・開発はほとんどなさ

れていないのが現状である.公共的サービスの供

給については「今日にいたるまでおおむね非空間

的([16J p. 115)J に供給されると考えられていた

し，テイツ (Teitz 伊J) によって提起された公共

施設の立地問題の必要性はあまり注目されてこな

かった.確かに，公共活動の立地論を定式化する

ことは，原理的には，先に述べたようなアプロー

チによって私的活動の場合のそれと同じように可

能となるが，公共活動のもつ半独占的構造や価格

決定メカニズムの欠如，さらに意思決定にともな

う政治的構造要因などによってその最適解を求め

ることは容易ではない.

本来，このような問題が生じるのは，公共財の

もつ(1)消費における非競合性(2)供給における非

排他性といった特性によるものであることはいう

までもない.問題なのは，このような特性以外に，

準公共財は，その供給に際して便益が空間的な広

がりをもつのであるが，その広がりは純公共財の
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ように等量消費できるほど一様な広がりをもつも

のではないというところから生じてくる問題であ

る.すなわち，マスグレイヴ(Musgrave) のいう

ように「地域的問題がでてくるのは，公共サーピ

スから生じる便益が，通常空間的に制限される

([7] p.294)J からである.消費単位がこれらの準

公共財から異なったサービス量を享受するのは，

いうまでもなく，準公共財のもつ空間的な特性

(公共施設からの距離や地形など)のような物理的

・技術的条件によるからであり，この意味で準公

共財は一面において「差別化された公共財」でも

ある.

これは，準公共財を供給する施設の立地を決定

するに際して，その供給規準として単に配分上の

効率のみならず，分配上の効果をも何らかの分配

規準を用いて考慮すべきことを必要とする.すな

わち，もしも公共財の便益が「サービス供給施設

から一定の半径の範囲内では等量で，その外側で

はゼロであると説明されるならば，便益の帰着の

空間的性質はあまりにも単純化されすぎるきらい

がある([7] p.296)J むしろ便益の強度がサ

ービス施設から遠ざかるにつれて減少してゆくも

のとして問題を考えるほうがより現実的である

([7] p.296)J. 

しかしながら，このような考慮は次節で述べる

ように正確であるとはし、し、がたい.このような準

公共財は delivered impure public good につ

いては意味をもつものであるが， r便益がその地

域の特定の位置あるいは特定の地点、にいるすべて

の人びとによって等量に享受される ([7J p.296)J 

としても，そのためには，その特定の位置あるい

は地点、まで人びとは何らかの私的費用を使ってこ

なければならないような traveled-for impure 

public good についてはあらたな考察が必要と

なる.

公共施設の立地決定は(1)資金供給(2)生産技術

(3)供給の量と質(4)場所(ラ)需要の評価(6)厚生へ

の影響といった問題の同時決定を要求する ([16J

604 (6) 

p.115)注1) • 

この小論では，比較的単純なモデルでtraveled­

for impure public good の効率的な配分立地問

題を検討した後，いわゆる分配上の観点からの配

慮は非常にむずかしく，他の代替的なメカニズム，

たとえば現実に準公共財が供給される政治的メカ

ニズム (median voter theory) や「足による投

票 (vote one's foot)J と呼ばれるティポゥーメ

カニズムにおいてもこの分配上の観点、からみた場

合に問題があることを指摘する.そして，都市シ

ステムの中では，公共施設の立地問題は，分配上

の規準をもその決定に当って明らかに導入するこ

とが必要で、あることを論じる.

2. 準公共財の規範的理論

ティボゥー (Tiebout) は，準公共財の便益の広

がりについて，サービス供給施設から一定の範囲

にわたってそこに含まれる消費単位に等量の便益

をもたらす場合を均一的便益(uniform benefit) 

と呼び，サービス供給施設から距離が遠ざかるに

つれて，その享受できる便益が減少する場合を逓

減的便益 (diminishing benefit) と呼んでいる

([IOJ pp.79-96). 

これを代表的な準公共財と考えられているいく

つかの公共財についてみてみると，次のように考

えることヵ:できょう.

たとえば，犯罪を防止する警察サービスについ

て考えてみよう.警察サービスを供給するのに必

要な投入物と考えることができるパトロールカー

は，投入地点(サービス供給施設，ここでは警察

署)において，遠くに住む人びとに対してよりも

近くに住む人びとに対してより高い水準のサービ

ス，すなわち犯罪防止あるいは治安というサービ

スを提供すると考えられる.この意味では警察サ

ービスは距離に応じた逓滅的便益をもつものであ

ると考えてよい.一方，パトロールカーは，必ず

しも投入地点に固定しておく必要はなしたえず

その便益の供給範囲であるコミュニティ内をパト
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ロールすることによってそのサービスを供給して

いると考えるならば，この場合には，すべての消

費単位に均一的便益をもたらすことになる ([15J

p.69). また，犯罪防止用の街灯は遠くに離れて

存在するよりも近くにあるほうがより多くの保護

を与える([7] p.296). この場合は逓減的便益を

もたらす準公共財である.

消防サーピスについても，同じように考えるこ

とができょう.すなわち，消防署から一定の距離

にある地点で火災が発生した場合，消防署からの

距離の増大は火災発生から消火活動開始にいたる

までの時聞を増加させる.道路の混雑といったこ

とを考えなくても，その時間は距離とともに増加

すると考えてよい.いずれにしろ，消防ザービス

の便益は距離に関して減少するので，この意味で

は逓減的便益をもっ準公共財であると考えること

ができょう.同様に， レクリエーション施設・文

化施設，たとえば公共図書館や公園，さらに公共

病院なども一般的には逓減的便益をもたらす例と

考えられる.

以上の例は，正の便益をもたらす準公共財をそ

れぞれその便益の広がりの形態に応じて，つまり

距離について均一的である場合と逓減的である場

合に分類したものである.公共財のなかには，そ

れ自体としては正の便益をもたらすとしても，特

定の人びとには負の便益をもたらすものもある.

一般には，負の便益をもたらす公共財は負の公共

財(public bads) といわれているものである.た

とえば，道路や鉄道などに隣接する地域では騒音

公害を生じる.一般に「迷惑施設J といわれる清

掃工場や下水処理場のある地域で生じる悪臭など

がこれに該当する.これらの財の提供にともなう

負の便益は，サービス供給施設から離れるにした

がって減少すると考えてよし必2) • 

一方，これらの準公共財を供給する際に生じる

供給費用も距離に関してその費用構造をもっと考

えてよい.一般的には，これらの供給費用も増加

するであろう.シャウプ(shoup) は，政府の供給
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するいろいろなサービスの費用関数について推測

を行なっている ([15J p.202). これによれば，

ここにあげた準公共財のうちで，供給地域の拡大

にともなって総費用および限界費用が増加するも

のとして警察サービスがあげられている.一方，

消防サービス，ごみ処理場や下水設備，さらにレ

クリエーション・文化施設にともなう総費用およ

び限界費用は，ある地点まではその供給地域が拡

大しでも減少し，その地点を越えて供給地域が拡

大するとこれらの費用は増加するという.ここに

おいては「規模の経済J が存在する ([IJ p.230). 

以上のように準公共財は距離に関して便益と費

用のどちらの側面においても空間的構造をもって

いることが明らかとなった.ところで，警察ザー

ピス，防災サービスは，供給施設からその便益は

便益の享受地点へ運ばれて供給される.この意味

でこの準公共財は， delivered impure public 

good と呼ばれる.これに対して，レクリエーシ

ョン施設や文化施設などの場合には，その便益の

享受をしようとする消費単位はその供給地点へ行

くことによってその便益をうる.そのためには，何

らかの私的費用すなわち交通費用 (travel cost) 

を必要とする.このような準公共財は，traveledｭ

for impure public good と呼ばれる.

前者については，ボルコフ (Borukhov) [3 J や

郡鳥 [14J において検討されているので，ここで

は後者の最適配分問題を考えてみよう. もちろ

ん，現実的には，供給された財の消費における混

雑の発生，アクセシピリティーや交通費用の変化

の可能性，コミュニティーへの転出入の可能性，

費用徴集制度の変更(たとえば，有料化)，供給制

度の変更(直営，民問委託，民営化など)などの考

慮も必要となるが，ここではすべて考慮しないこ

とにする.

問題が生じるのは，ある供給施設の立地点、で供

給された準公共財の便益を享受するには，その立

地点まで消費単位が行かなければその便益を享受

することはできないということである. このた
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め，すべての人々に公共財の便益はおよぶ(潜在

的利用可能量)のであるが，実際にその使設を享

受ーする{現実利用量)には，持らかの公共財の便益

の享受には私的費用を必要とすることになる.

'IJi セコミュユティ i に住んでいる代表的消

費単位によって消費されるコミュニティー j で供

給されるある準公共財の供給量とする.準公共財

"は通常財であり，その供給地点ではすべての消

費単位に対して等しくその便益はおよぶものとす

る.コミ a ニティーのすべての消費単位は問ーの

選好と所得をもつものとすると，消費単位簡のち

がいは，その消費単位がそのコミュユティーにお

いて供給される準公共財の供給施設からどれだけ

離れたところに居住しているかという飯離だけと

なる.したがって，各消費単位の予算制約式は次

のようになる.

x(+子gJ'(Yi) ~iii (1) 

ここで.wは消費単位の外生的に与えられる所

得(品品メレール財表示)であり ， x~ ~ì コミ品ニテ

ィー j の公共施設を科用する擦に生じる交通費用

gJ' を慈し引いた後に手完をこ残る所得である. も

ちろん gJ' に，たとえば施設利用料金 (charge)

や施鍛の過剰j利用から生じる混雑費用などを含め

てもよいが，ここでは準公共財は無料で給付さ

れ，繊維もなしこの費用は公共施鞭までの突通

費用だけを含むものとする.したがって，供給さ

れる準公共財の消費に当っては温雑がないので，

各消費単位は供給された溝在的な利用可能量の範

題内で自由に実繋に璃湾する量を決定できるもの

となる.

ν/， ~ÿJ V" V, (2) 

この艦済の生産関数(変換関数)を次のように表

わそう.

F(k. �t. �2) =0 (3) 

ここで h は施設の立地に当つての公共的な予算

制約せど示すものであり，一般には政治プ開セスで

決定される変数であるが，ここでは外主義的に与え

られるものとする.この欝数を convex と仮定

808 (書}

し，その生産集合唱t:' concave であるとすれば，

コーナー解も解集合に含まれる.

well-h邑haved な役会的厚生翼数 W=W(u1•

u2 ) を考え， (1) (2)(3) を制約条件として社会的厚

生を極大化するための条件を求めると，ラグラン

ジェ式は次のようになる ([5J pp.227-232). 

max W=  W [u'(x'， νt'， 'IJJ‘), uf(xJ ,Y/ , YJJ)J 

+手pof[gj-vr]

+容が[54-t-pu(uf)]

-8F(k, ÿj) i=! , 2 j=! , 2 (4) 

このうち， (2)式は不等式を満たす可能性が高い

ので，キュー γ出タ v カーの条件を用いて解く必

要があるが，ここでは問題を単緯にするために，

(1)最適点では，すべての消費単位は少なくとも

いくらかのユュメレール財を所有する (2)すべて

の所得を交通費用に支払うことはない (3)誰も準

公共財を消費するのに必要な交通費用に対してま

ったく支出することはない，とする.

一階の必要条件は，

i�/i�i=Wi(i�'/�')-l'=O i=1, 2 (5) 

iìW/ôÿ，=号l1i-O(ôF/ôÿJ)~O j=1.2 (6) 

8膏T/ô11J'=Uパ(ôu'/ô拶j勺ーσf

ーが(dgJ'jdy/) ~O (7) 

となる.

ここで，最適点において 2 つの公共施設が建

設され，すべての消費単位は双方の施設からそれ

ぞれ何がしかの準公共財を享受するものとすれ

ば，その場合には等式が満たされる.以上の条件

をまとめると，

Z孫T'[atN�'lll-(�'/�') (dgJ'jdYl) 

~O(ôF/iìÿt) j= 1, 2 {8} 

を得る.さらに，これは次のようにも書きかえる

ことができる([引 p.229]).

I:: wt [i�i /iìν1'-(�'/i� t) (dgt'jd'/1') ~ 

I:: w' [�' /ﾔ1J2t -(i�t/i�i)( dg2t/d'll2t) < 

空塾 (9)
ﾔF/��2 

(9)式で等式は公共施設が 2 カ所で建設され，
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2 つのコミュ三ティーの消費単位によって宜いに

利用されている場合に成立する.>は公共施設が

コミュニティー 1 においてのみ建設されている

か，コミュニティー 2 の供給施設で供給される準

公共財の便益を享受しない場合のどちらか，ある

いはどちらともが成立するときに成り立ち，この

場合にはコーナー解が成立する.くは逆に公共施

設がコミュユティー 2 においてのみ建設されてい

るか，コミュニティー l で供給される準公共財の

便益を享受しない場合のどちらか，あるいはどち

らともが成立するときに成り立つ.この場合もコ

ーナー解となる.

ところで公共施設建設に際しての公共的な予算

h の総額が変数となる場合には前述の (4) 式は次

のように定式化できょう ([5J p.230). 

max W=  W [UI(X' , 'Y"， νJ')， UJ(X' , 'Y t1, y〆 )J

+符σJ' [ÿ， -y/J

+え [x-写ど一将g/(y/)-kJ 

-8F(k, �l) (10) 

そして，極大化によって得られる条件は，

Z[(�' j�1') j(�i j�i) -dgNdνl'] 註

L: [(ðui/ðν2i)j(ðuijðx') -dg2ijdY2'J < 

型空~1 (11) 
ðlぜ 'jðÿ2

となる. (1 1)式の右辺はそれぞれのコミュニティ

ーで供給される準公共財の限界変形率ないし限界

費用の比を示している.左辺の分子と分母は，そ

れぞれコミュニティー!とコミュニティー 2 にお

ける条件を表わしている.これはニュメレール財

で測った準公共財の限界評価から準公共財を消費

するために必要となる限界交通費用(準公共財消

費のための私的限界費用)を差し引いたネットの

限界評価，すなわちネ v トの marginal willing 

to pay を示している.コミュニティー i および

コミュニティー 2 で供給された準公共財に対する

marginal wi1ling to pay をすべての消費単位

によって合計したのが，それぞれ分子と分母とな

っている.したがって， (1 1)式はサミュエルソン

1982 年 11 月号

の純公共財の公共財の最適供給条件と同様に，一

般に公共財が最適に供給されるための条件，すな

わち等式においてはすべての消費用単位の限界評

価の合計が限界費用に等しい，この条件がそれぞ

れのコミュニティーによって供給される準公共財

について成立しなければならないことを示してい

る ([5J pp.217-239). 

3. おわりに

一効率と分配のディレンマー

ここで， コミュニティー 1 とコミュニティー 2

の消費単位の所得水準は異なっているとしよう.

たとえば，コミュニティー l に居住している消費

単位はコミュニティー 2 の消費単位よりも所得水

準が低いと仮定しよう.供給される準公共財が公

共病院のような福祉サーピスのような所得水準の

低い消費単位にとってより必要性の高いものとし

よう.コミュニティー 1 の消費単位がコミュニテ

ィー 2 の消費単位よりもより多くの準公共財を享

受できるにはどのような条件が必要であろうか.

そのためには， '112> '111 が最適とはならないことを

示せばよい. (11)式で右辺はコミュニティー 2 で

多くの準公共財が生産されるならば >1 となる.

それゆえ， (1 1)式の左辺は仇>y1 を満たす任意

の量に対して右辺よりも大きくなることを示す必

要がある.このために，われわれが知るべき変数

は ðuijðy/， ðuijðxi および ðg//勾/である.一

般的には，所得水準の低いコミュニティーの消費

単位は遠い距離にある公共施設から準公共財は少

なく消費すると考えられるが，現実にはこれら 3

つの変数について知るどとは容易ではない.もし

も政府がこれらの変数について消費単位 1 人 1 人

から情報を得ることができるならば，公共施設の

立地を決定することも可能となる.しかし，その

場合には.その情報を収集するのにおそらく莫大

な費用を必要とするであろう.

現実には，このような決定は政治プロセス，す

なわち住民の投票によって決定されている.しか
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し，この場合， r政治の経済学」が教えるところ

では， median voter の理論，すなわち間接(代

議制)民主主義のもとでは候補者が政権をとるか，

議席を確保しようとすれば，その政策はなるべく

多くの有権者に支持される政策，つまり中位数に

値する政策となる.その結果として，中位数の政

策を選好する人びとにとってこの制度は有利に作

用する.もしも中位投票者が中流層であるとすれ

ば，このような政治メカニズムはこの層に有利と

なる.所得水準の低い消費単位が政治的弱者であ

る場合には，公共施設の立地はこれらの人びとに

対する配慮を欠いたものになりやすい.

さらに，ティボゥーによれば，移動費用が相対

的に安価で，コミュニティーに多様性がある場

合，各消費単位は「足による投票」によって各自

の選好する準公共財を供給するコミュニティーの

選択(移住)によってその選好を顕示することがで

きるメカニズムがあるという [11].しかし，この

コミュニティー聞の移動可能性は多くの制約によ

って現実的なものとはならない.所得水準の違い

によって各消費単位の移動資力が異なっているこ

ともあろうし，コミュニティー聞にさほどの多様

性があるとも思えない.さらに，コミュニティー

が同質の消費単位から構造されていると L、う仮定

も非現実的なものといえよう.このような状況の

中で公共施設の立地問題はその準公共財のもつ空

間的特性によって，その立地点がたとえ効率的な

配分からみて合理的であったとしても，結果的に

その分配におよぼす効果は何らの基準が明白にさ

れずにその立地点が決定されたとすれば， rある

階層の経済的支配正当化のイデオロギーJ=f強者

の論理j となる可能がある.ここに分配基準を明

白にした公共施設の立地理論の必要性が求められ

る.

かつて青木口2J は次のように述べたことがあ

る「効率性というような経済合理性は， ある階

層の経済的支配を露骨な政治的権勢によってでは

なく，操作的官僚的管理によって支持する巧みな

608 (10) 

イデオロギーといえよう.そしてこの合理性が，

広告のような情報の歪曲，官僚的秘密主義にもと

づく情報操作によって補強されると，選択された

支配的な噌好構造は大多数の大勢順応者によりや

がて内在化されるにいたる.かくて，多様な階層

の聞の潜在的矛盾にもかかわらず，安定化したコ

ミュニティーが現出する.したがって，費用=便

益分析の情報効率性，経済支配にもとづく情報の

不平等分配，官僚機構による情報操作などを克服

することは，住民が支配的な価値体系を与件とし

てそれに適応するのではなく，それぞれの個性的

な発展に即した噌好構造を形成し，かっそれが平

等にコミュニティーの公共財選択過程に反映され

るような，民主的なコミュニティーの建設のため

に不可欠である.すなわち効率的な選択という経

済サブシステムのレヴェルにおいてでなく，制度

的な枠組というレヴェルにおける真の合理性は，

情報交換に対するあらゆる制約をとりのぞき，あ

らゆる権勢から自由な公共的討論が保障されたと

きにはじめて可能となる.このような住民の自由

な対等な対話と交流を通じてコミュニティーの公

共問題が解決するとき，それは支配的な政治的，

経済的権力から自由な多様な解決策を生みだすだ

ろう.そして多様な価値体系の共存がより平等な

所得分配と結びつけられれば，コミュニティーの

選択(移動)をつうじて個人の社会への適応という

自由への道がひらかれ，個人のより個性的発展が

促進されるであろう(青木口2J pp.108-109)J. 

注1) このような方向での議論の展開は[IOJおよび[8J

をみられたい.

2) ハーヴェイはこの問題を一般的に 3 つの場合に分

類している.すなわち「第 1 の場合は，すべての個

人に便益をもたらす財に関係している.…第 2 の場

合は， r不本意jな消費を通して経費を課すような準

公共財(大気汚染物など)に関するものである.…第

3 の場合(おそらく最も普通の場合)は財が便益と損

害の両方を与えるような複雑な状況に関係している

([16J pp.112-113)J. 
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線環境システム優勢

日時: 7 月 2 日(水) 16:00-18:00 

場所:日科技連

出席者 3 名

発表:有水，分散エネルギー技術評価の方法

分散技術の評価は全システムの全操作費用の和として

分散システムからの利益を定義した.その際短期間で多

需要のもの，長期間で少需要のもの，およびそれらの中

間のものの 3 種に分けて管理するととを提言する.一種

のABC分析である.

1982 年 11 月号

番勝未来分析機

-第 2 回

経営コンサルタント研究部会およびリスクマネジメン

トシステム研究部会と共催で次のとおり実施した.

日時: 7 月 17 日(土) 13:30-17:00 

場所:東京都勤労福祉会館

議題:新素材の現状と将来一ーその社会システムにお

よほ.す影響，機械技術研究所材料工学部長 島村昭治

参会者:未来分析研究部会16名，経営コンサルタント部

会 9 名， リスクマネジメントシステム研究部会 1 名，

計26名

新素材が今後どのような発展を示すか，それによって

社会システムにどのようなインパクトがもたらされるか

といった点を中心にアプローチした.これはマイコ γ ，

パイオと並んで未来技術の重要な側面であるだけに示唆

に富む成果が得られた.
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